
株式会社　アルファネット （単位：円）

【 5,383,794,519 】 【 1,472,965,115 】

現 金 及 び 預 金 1,958,028,482 買 掛 金 561,456,854

売 掛 金 1,333,939,305 未 払 金 78,476,126

商 品 41,905 未 払 費 用 254,852,609

仕 掛 品 20,700,664 未 払 法 人 税 等 206,587,900

貯 蔵 品 434,959 未 払 消 費 税 160,484,100

前 渡 金 2,390,520 前 受 金 7,243,203

前 払 費 用 68,118,094 預 り 金 87,416,856

短 期 貸 付 金 1,998,583,280 賞 与 引 当 金 116,447,467

未 収 入 金 1,024,000

立 替 金 263,310

仮 払 金 270,000

【 735,745,833 】 【 1,343,669,548 】

（ 77,421,341 ） 退 職 給 付 引 当 金 1,294,627,881

建 物 77,773,910 役員退職慰労引当金 49,041,667

機 械 装 置 9,000,000

工 具 器 具 備 品 140,605,829

減 価 償 却 累 計 額 △ 149,958,398

2,816,634,663

（ 111,859,821 ） 【 3,302,905,689 】

電 話 加 入 権 3,087,600 400,000,000

ソ フ ト ウ ェ ア 108,772,221

（ 546,464,671 ） ( 71,428,725 )

繰 延 税 金 資 産 483,958,967 1,428,725

差 入 保 証 金 61,782,204 70,000,000

そ の 他 投 資 等 723,500

( 2,831,476,964 )

利 益 準 備 金 55,360,000

繰 越 利 益 剰 余 金 2,776,116,964

うち当期純利益 659,772,869

3,302,905,689

6,119,540,352 6,119,540,352

【 固 定 資 産 】 【 固 定 負 債 】

( 有 形 固 定 資 産 )

負債合計

貸　借　対　照　表
2020 年  12月 31日  現在

資産の部 負債の部

【 流 動 資 産 】 【 流 動 負 債 】

純資産の部

( 無 形 固 定 資 産 ) 【 株 主 資 本 】

資 本 金

(投資その他の資産) ( 資 本 剰 余 金 )

資 本 準 備 金

その他資本剰余金

( 利 益 剰 余 金 )

純資産合計

資産合計 負債・純資産合計



注記表

株式会社アルファネット

【個別注記表】

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下に基づく簿価の切下げの方法）

商品 ／移動平均法による原価法

仕掛品 ／個別法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

貯蔵品 ／最終仕入原価法による原価法

(2)固定資産の減価償却方法

有形固定資産（リース資産を除く）／定率法

ただし、1998年4月1日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)並びに2016年4月1日以降

に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 8～18年

その他 4～10年

無形固定資産（リース資産を除く）／

ソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を、

その他の無形固定資産については、法人税等の規定に基づく定額法を採用しております。

(3)引当金の計上基準

貸倒引当金 ／債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。

賞与引当金 ／従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しておりま

す。

退職給付引当金／従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当事業年度末に発生していると認められる額を計上しており

ます。数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数

（１１年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理

することとしております。

役員退職慰労引当金／役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上してお

ります。

(4)収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進行基準を

適用し、その他については、工事完成基準を適用しております。なお、工事進行基準を適用する場合

の当事業年度末における進捗度の見積りは、原価比例法によっております。

(5)その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理／税抜方式によっております。

自 2 0 2 0 年 1 月 1 日
至 2 0 2 0 年 1 2 月 3 1 日



２. 株主資本等変動計算書に関する注記

(1)当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 8,000株

(2)剰余金の配当に関する事項

①配当金支払額等

決議 2020年３月17日定時株主総会

株式の種類 普通株式

配当金の総額 152,800千円

１株当たり配当額 19,100円

基準日 2019年12月31日

効力発生日 2020年３月18日

②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの

決議予定 2021年３月17日定時株主総会

株式の種類 普通株式

配当金の原資 利益剰余金

配当金の総額 198,400千円

１株当たり配当額 24,800円

基準日 2020年12月31日

効力発生日 2021年３月18日
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